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平成20年３月期 第3四半期財務・業績の概況（非連結） 

平成 20年1月31日 
 

 
（百万円未満切捨て） 

１．平成20年３月期第3四半期の業績（平成19年４月１日～平成19年12月31日） 
(1) 経営成績 （％表示は対前年同四半期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期（当期）純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
20年３月期第3四半期 11,932 52.0 968 32.6 921 26.0 383 △5.3
19年３月期第3四半期 7,852 35.2 730 38.9 730 35.9 405 47.4

19年３月期 10,885 37.7 968 32.4 962 32.5 506 29.8
 

 
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

 円 銭 円 銭
20年３月期第3四半期 6,366 24 －
19年３月期第3四半期 7,059 97 －

19年３月期 8,820 61 －
 
(2) 財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭
20年３月期第3四半期 8,105 3,338 41.2 54,376 09
19年３月期第3四半期 5,917 1,861 31.5 32,440 01

19年３月期 6,059 1,962 32.4 34,201 74
 
(3) キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高

 百万円 百万円 百万円 百万円
20年３月期第3四半期 1,031 △2,167 1,456 1,464
19年３月期第3四半期 651 △1,272 657 1,467

19年３月期 1,108 △1,759 363 1,143
 
２．配当の状況 
 1株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 
  円 銭  円 銭  円 銭 
19年３月期        － 1,700 00 1,700 00 
20年３月期        －   
20年３月期（予想） 1,800 00 1,800  00  

 
３．平成20年３月期の業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
通     期 15,900 46.1 1,290 33.2 1,260 30.9 540 6.7 9,409 30

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
  本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

 

上 場 会 社 名 株式会社 トリドール 上場取引所  東証マザーズ 
コ ー ド 番 号 3397 ＵＲＬ http://www.toridoll.com 
代  表  者 （役職名）代表取締役社長 （氏名）粟田 貴也 
問合せ先責任者 （役職名）取締役経理部長 （氏名）小柴 秀代 ＴＥＬ (079)453－3315
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４．その他 
  
(1) 四半期財務諸表の作成基準 ： 中間財務諸表作成基準 
(2) 最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 有 
(3) 会計監査人の関与 ： 有 

四半期財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する
規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づく意見表明
のための手続きを受けております。 
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【定性的情報・財務諸表等】 

１．経営成績に関する定性的情報 

平成19年12月の内閣府発表の月例経済報告によると、「景気回復が続くと期待される一方、サブプライム住宅ローン問題

を背景とする金融資本市場の変動や原油価格の動向が内外経済に与える影響等には留意する必要がある。」としており、個

人消費の先行きに不安が生じる状況となっております。 

また外食産業におきましても、食の安全性に対する消費者の意識の高まりが更に強くなっており、中食市場との競争激化

など依然と厳しい経営環境が続いております。 

このような市場環境の中、当第3四半期中に「丸亀製麺」うどん業態店舗を40店舗（ショッピングセンター内15店舗、

郊外ロードサイド25店舗、内1店舗は丸醤屋からの業態変更）、「長田本庄軒」焼きそば業態店舗を1店舗（ショッピング

センター内1店舗）出店し、2店舗閉店致しました。「丸醤屋」ラーメン業態は、7店舗（ショッピングセンター内6店舗、

郊外ロードサイド1 店舗）出店し、1 店舗を「丸亀製麺」に業態変更致しました。「粉もん屋」焼きそば・お好み焼き業態

は1店舗閉店し、その他業態の「カツ丼とん助」は2店舗（ショッピングセンター内2店舗）を新規出店致しましたが、惣

菜業態を2店舗閉店致しました。 

その結果、当第3四半期中において店舗数が44店舗増加し、当第3四半期末の店舗総数は176店舗となり、当四半期の売

上高は11,932,205千円（前年同期比52.0％増）、営業利益は968,998千円（前年同期比32.6％増）、経常利益は921,181千

円（前年同期比26.0％増）、四半期純利益は383,878千円（前年同期比5.3％減）となりました。 

 

部門別の業績は次のとおりであります。 

①丸亀製麺部門 

丸亀製麺部門は4月に奈良県橿原市を始めとして7店舗、5月には丸醤屋東住吉店からの業態変更と、新たに3店舗の

合計4店舗を出店し、6月以降には29店舗を新規出店致しました。この結果、当第3四半期中に40店舗の増加となり、

丸亀製麺部門店舗は93店舗となりました。この結果、売上高は6,238,309千円（前年同期比118.9％増）となりました。 

②とりどーる・鶏膳部門 

とりどーる・鶏膳部門は前期に引き続き、新規店舗の出店は無く、当第3四半期末の営業店舗数は27店舗となりました。 

この結果、売上高は2,616,214千円（前年同期比3.5％減）となりました。 

③粉もん屋部門 

粉もん屋部門は当第3四半期中の出店は無く、閉店を1店舗行い、当第3四半期末の店舗数は8店舗となっております。

この結果、売上高は593,527千円（前年同期比12.8％減）となりました。 

④丸醤屋部門  

丸醤屋部門は4月に神奈川県横浜市のショッピングセンター内を始めとして4店舗を新規出店し、6月には茨城県守谷

市のショッピングセンター内に1店舗、7月にもショッピングセンター内に2店舗を出店致しました。しかし東住吉店を

丸亀業態に変更したことから、丸醤屋部門の増加店舗数は6店舗となり、当第3四半期末での営業店舗数は23店舗となり

ました。この結果、売上高は1,283,250千円（前年同期比134.9％増）となりました。 

 

⑤長田本庄軒部門 

長田本庄軒部門は当第3四半期中に神奈川県横浜市のショッピングセンター内に1店舗を新規出店致しましたが、2店

舗を閉店致しました。これにより当第3四半期末の店舗数は14店舗となりました。この結果、売上高は666,975千円（前

年同期比12.5％増）となりました。 

⑥その他部門 

 その他部門では当第3四半期中に「カツ丼とん助」を香川県高松市のショッピングセンター内に1店舗、埼玉県川口市

のショッピングセンターに1店舗開店致しましたが、惣菜業態を2店舗閉店したことから、当第3四半期末の店舗数は

前期と変わらず11店舗となりました。この結果、売上高は533,927千円(前年同期比13.4％増)となりました。 
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２．財政状態に関する定性的情報 

当四半期における現金及び現金同等物は、1,464,469千円（前年同期比2,722千円の減少）となりました。 

これは営業活動キャッシュ・フローが1,031,990 千円と、財務活動によるキャッシュ・フローが、1,456,755 千円ありま

したが、積極的な新規店舗出店による投資を行いました結果、投資活動によるキャッシュ・フローが、△2,167,998 千円と

なり、現金及び現金同等物に大きな変化はありませんでした。 

当第3四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは、1,031,990千円の増加（前年同期比380,469千円の増加）となりました。当第3

四半期会計期間においては、特別損失に計上しましたポイントカード引当金が 54,908 千円増加となったことや、前第 3

四半期会計期間より減価償却費が167,628千円の増加などから前年同期比が大きく増加致しました。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは、2,167,998千円の減少（前年同期比895,053千円の減少）となりました。 

前年同期比より減少しております理由は、当第3四半期会計期間に新規に49店舗を出店したことによります。前年同期

は33店舗であり、店舗数の増加が大きな要因です。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは、1,456,755 千円の増加（前年同期比799,485 千円の増加）となりました。平成

19年6月15日の公募による新株発行で、1,077,660千円の収入がありましたことと、長期借入による収入が787,000千円

あったことなどから、前期より大きく増加致しました。 

 

 

３．業績予想に関する定性的情報 

 売上高等につきましては、当初の予想通りに推移し、当期に予定しております新規出店数60店舗に向けて、順調に営業店

舗数の増加を行っております。また出店業態も予定しておりました通り、丸亀製麺業態を中心として積極的な展開を推し進

めております。 

 よって現時点では、平成19年5月10日に公表致しました中間期・通期の業績予想について、売上高、営業利益、経常利

益、当期純利益の変更はありません。 

 当社は出店に際し、店舗の採算性を重視しておりますため、計画した出店数に見合った出店地を十分に確保できない場合

や、食材に係わる安全性の問題や市場変動等が生じた場合には、当社の業績見通しに影響を与える可能性があります。 
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４．四半期財務諸表 

(1） 四半期貸借対照表 

  
前第3四半期会計期間末 

（平成18年12月31日） 

当第3四半期会計期間末 

（平成19年12月31日） 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 

金額 

（千円） 

構成比 

（％） 

金額 

（千円） 

構成比

（％）

金額 

（千円） 

構成比

（％）

 （資産の部）    

 Ⅰ 流動資産    

  １ 現金及び預金  1,552,835 1,554,433 1,220,998 

  ２ 営業未収入金  418,128 588,303 470,695 

  ３ たな卸資産  34,035 34,411 31,610 

  ４ 繰延税金資産  25,451 58,397 46,783 

  ５ その他  110,460 154,816 111,533 

    貸倒引当金  △1,546 － △1,546 

  流動資産合計   2,139,365 36.2 2,390,361 29.5  1,880,074 31.0

 Ⅱ 固定資産    

  １ 有形固定資産 ※1   

   (1)建物  1,789,839 2,589,792 1,916,416 

   (2)工具器具及び備

品 
 541,313 686,747 549,351 

   (3)その他  239,313 346,319 270,746 

   有形固定資産合計   2,570,466 43.4 3,622,859 44.7  2,736,513 45.2

  ２ 無形固定資産   37,293 0.6 38,290 0.5  38,520 0.6

  ３ 投資その他の資産    

   (1)敷金・保証金  876,527 1,234,273 999,828 

   (2)繰延税金資産  36,519 76,535 58,906 

   (3)建設協力金  － 636,196 274,033 

   (4)その他  257,445 123,801 71,901 

     貸倒引当金  － △17,000 － 

 投資その他の資産合計   1,170,492 19.8 2,053,807 25.3  1,404,670 23.2

 固定資産合計   3,778,252 63.8 5,714,957 70.5  4,179,704 69.0

 資産合計   5,917,617 100.0 8,105,318 100.0  6,059,778 100.0

       

 



  

㈱トリドール （3397）平成 20 年３月期 第 3四半期決算短信（非連結） 

 

- 6 - 

 

  
前第3四半期会計期間末 

（平成18年12月31日） 

当第3四半期会計期間末 

（平成19年12月31日） 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記

番号

金額 

（千円） 

構成比

（％）

金額 

（千円） 

構成比 

（％） 

金額 

（千円） 

構成比

（％）

 （負債の部）    

 Ⅰ 流動負債    

  １ 買掛金 305,397 416,589  338,137 

  ２ 一年以内返済予定の長期

借入金 
504,299 590,556  302,180 

  ３ 一年以内償還予定の社債 70,000 365,000  270,000 

  ４ 未払法人税等 168,230 170,735  303,497 

  ５ 賞与引当金 19,667 30,060  41,553 

  ６ ポイントカード引当金 1,029 55,963  1,055 

  ７ 店舗閉鎖損失引当金 － 9,699  － 

  ８ その他 ※2 723,630 1,050,558  868,492 

  流動負債合計  1,792,254 30.3 2,689,162 33.2  2,124,916 35.1

 Ⅱ 固定負債    

  １ 社債 655,000 290,000  440,000 

  ２ 長期借入金 1,599,615 1,779,059  1,522,777 

  ３ その他 9,016 8,947  9,247 

  固定負債合計  2,263,631 38.2 2,078,006 25.6  1,972,024 32.5

 負債合計  4,055,885 68.5 4,767,169 58.8  4,096,940 67.6

    

 （純資産の部）    

 Ⅰ 株主資本    

  １ 資本金  282,160 4.8 826,940 10.2  282,160 4.7

  ２ 資本剰余金    

   (1)資本準備金 339,812 884,588  339,812 

   資本剰余金合計  339,812 5.8 884,588 10.9  339,812 5.6

  ３ 利益剰余金    

   (1)利益準備金 7,500 7,500  7,500 

   (2)その他利益剰余金    

    特別償却準備金 169 115  115 

    別途積立金 279,000 279,000  279,000 

    繰越利益剰余金 951,863 1,339,275  1,052,960 

   利益剰余金合計  1,238,532 20.9 1,625,891 20.1  1,339,575 22.1

  株主資本合計  1,860,504 31.5 3,337,419 41.2  1,961,547 32.4

 Ⅱ 評価・換算差額等    

  １ その他有価証券評価差額

金 
 1,228 0.0 729 0.0  1,290 0.0

  評価・換算差額等合計  1,228 0.0 729 0.0  1,290 0.0

 純資産合計  1,861,732 31.5 3,338,148 41.2  1,962,837 32.4

 負債純資産合計  5,917,617 100.0 8,105,318 100.0  6,059,778 100.0
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(2) 四半期損益計算書 

  

前第3四半期会計期間 

（自 平成18年４月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当第3四半期会計期間 

（自 平成19年４月１日  

 至 平成19年12月31日） 

前事業年度の 

要約損益計算書 

（自 平成18年４月１日  

 至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 

金額 

（千円） 

構成比

（％）

金額 

（千円） 

構成

比 

（％）

金額 

（千円） 

構成比 

（％） 

Ⅰ 売上高   7,852,342 100.0 11,932,205 100.0  10,885,138 100.0

Ⅱ 売上原価   2,164,761 27.6 3,258,689 27.3  2,994,295 27.5

   売上総利益   5,687,580 72.4 8,673,516 72.7  7,890,842 72.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費   4,956,929 63.1 7,704,518 64.6  6,922,471 63.6

   営業利益   730,651 9.3 968,998 8.1  968,371 8.9

Ⅳ 営業外収益 ※1  36,630 0.5 42,171 0.4  47,258 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※2  36,309 0.5 89,988 0.8  53,187 0.5

   経常利益   730,972 9.3 921,181 7.7  962,442 8.8

Ⅵ 特別損失 ※3  1,339 0.0 164,678 1.4  47,681 0.4

   税引前第3四半期(当期)純利益   729,633 9.3 756,502 6.3  914,760 8.4

    法人税、住民税及び事業税  319,259 401,484 447,104 

    法人税等調整額  5,201 324,461 4.1 △28,859 372,624 3.1 △38,558 408,545 3.7

   第3四半期(当期)純利益   405,171 5.2 383,878 3.2  506,215 4.7
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(3) 四半期株主資本等変動計算書 

前第3四半期会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年12月31日) 
株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金  
注記

事項 資本金 
資本準備金

資本剰余

金合計 
利益準備金 特別償却

準備金 
別途積立金

繰越利益

剰余金 

利益剰余

金合計 

株主資本

合計 

 
平成18年３月31日残高 

（千円） 

 
282,160 339,812 339,812 7,500 274 279,000 623,106 909,880 1,531,852

第3四半期会計期間中の変動額    

 剰余金の配当   － △76,520 △76,520 △76,520

 四半期純利益   － 405,171 405,171 405,171

 特別償却準備金の取崩 (注)  － △104 104 － －

 株主資本以外の項目の第3

四半期会計期間中の変動額

（純額） 

 

 －  － －

 
第3四半期会計期間中の変動

額合計 

（千円） 

 

－ － － － △104 － 328,756 328,651 328,651

 
平成18年12月31日残高 

（千円） 

 
282,160 339,812 339,812 7,500 169 279,000 951,863 1,238,532 1,860,504

 

評価・換算差額等 

 
注記

事項 その他有価証券 

評価差額金 
評価・換算差額等合計

純資産合計 

 
平成18年３月31日残高 

（千円） 

 
1,544 1,544 1,533,396

第3四半期会計期間中の変動額   

 剰余金の配当   － △76,520

 四半期純利益   － 405,171

 特別償却準備金の取崩 (注)  － －

 株主資本以外の項目の第3

四半期会計期間中の変動額

（純額） 

 

△316 △316 △316

 
第3四半期会計期間中の変動

額合計 

（千円） 

 

△316 △316 328,335

 
平成18年12月31日残高 

（千円） 

 
1,228 1,228 1,861,732

 (注) 平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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当第3四半期会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年12月31日)  

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金  
注記

事項 資本金 
資本準備金

資本剰余

金合計 
利益準備金 特別償却

準備金 
別途積立金

繰越利益

剰余金 

利益剰余

金合計 

株主資本

合計 

 
平成19年３月31日残高 

（千円） 

 
282,160 339,812 339,812 7,500 115 279,000 1,052,960 1,339,575 1,961,547

第3四半期会計期間中の変動額    

 新株の発行  544,780 544,776 544,776  － 1,089,556

 剰余金の配当   － △97,563 △97,563 △97,563

 四半期純利益   － 383,878 383,878 383,878

 株主資本以外の項目の第3

四半期会計期間中の変動額

（純額） 

 

 －  － －

 
第3四半期会計期間中の変動

額合計 

（千円） 

 

544,780 544,776 544,776 － － － 286,315 286,315 1,375,871

平成19年12月31日残高 

（千円） 

 
826,940 884,588 884,588 7,500 115 279,000 1,339,275 1,625,891 3,337,419

 

評価・換算差額等 

 
注記

事項 その他有価証券

評価差額金 
評価・換算差額等合計

純資産合計 

 
平成19年３月31日残高 

（千円） 

 
1,290 1,290 1,962,837

第3四半期会計期間中の変動額   

 新株の発行   － 1,089,556

 剰余金の配当   － △97,563

 四半期純利益   － 383,878

 株主資本以外の項目の第3

四半期会計期間中の変動額

（純額） 

 

△560 △560 △560

 
第3四半期会計期間中の変動

額合計 

（千円） 

 

△560 △560 1,375,310

 
平成19年12月31日残高 

（千円） 

 
729 729 3,338,148
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前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金  
注記

事項 資本金 
資本準備金

資本剰余

金合計 
利益準備金 特別償却

準備金 
別途積立金

繰越利益

剰余金 

利益剰余

金合計 

株主資本

合計 

 
平成18年３月31日残高 

（千円） 

 
282,160 339,812 339,812 7,500 274 279,000 623,106 909,880 1,531,852

事業年度中の変動額    

 特別償却準備金の取崩 (注)1  － △158 158 － －

 剰余金の配当 (注)2  － △76,520 △76,520 △76,520

 当期純利益   － 506,215 506,215 506,215

 株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
 

 －  － －
 
事業年度中の変動額合計 

（千円） 

 
－ － － － △158 － 429,854 429,695 429,695

 
平成19年３月31日残高 

（千円） 

 
282,160 339,812 339,812 7,500 115 279,000 1,052,960 1,339,575 1,961,547

 

評価・換算差額等 

 
注記

事項 その他有価証券 

評価差額金 
評価・換算差額等合計

純資産合計 

 
平成18年３月31日残高 

（千円） 

 
1,544 1,544 1,533,396

事業年度中の変動額   

 特別償却準備金の取崩 (注)1  － －

 剰余金の配当 (注)2  － △76,520

 当期純利益   － 506,215

 株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
 

△254 △254 △254
 
事業年度中の変動額合計 

（千円） 

 
△254 △254 429,441

 
平成19年３月31日残高 

（千円） 

 
1,290 1,290 1,962,837

 (注)1 特別償却準備金の取崩項目は次のとおりであります。 
 ① 平成18年6月の定時株主総会に基づく取崩額 104千円 
 ② 事業年度にかかる取崩額           53千円 
   2 平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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(4) 四半期キャッシュ・フロー計算書 

 

前第3四半期会計期間 

（自 平成18年４月１日 

 至 平成18年12月31日）

当第3四半期会計期間 

（自 平成19年４月１日  

 至 平成19年12月31日） 

前事業年度の要約キャッ 

シュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日）

区分 

注記

番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

   税引前第3四半期(当期)純利益 729,633 756,502 914,760

   減価償却費 325,145 492,773 470,930

   減損損失 － 55,085 45,906

   出店協賛金受入益 △13,140 △12,625 △17,420

   投資有価証券評価損 － 19 78

   貸倒引当金の増減額 △383 15,453 △383

   ポイントカード引当金の増減額 △607 54,908 △581

   賞与引当金の増減額 △14,967 △11,493 6,918

   店舗閉鎖損失引当金の増減額 － 9,699 －

   受取利息及び受取配当金 △1,938 △5,304 △2,938

   支払利息及び社債利息 27,294 32,164 36,715

   固定資産除却損 3,167 5,767 8,359

   店舗閉鎖損失 － 38,657 －

   売上債権の増減額 △170,426 △117,607 △222,994

   たな卸資産の増減額 △9,149 △2,800 △6,723

   仕入債務の増減額 63,846 78,451 96,586

   その他 151,351 203,487 227,067

      小計 1,089,825 1,593,141 1,556,281

   利息及び配当金の受取額 109 373 319

   利息の支払額 △23,709 △28,473 △33,048

   法人税等の支払額 △414,705 △533,051 △414,747

      営業活動によるキャッシュ・フロー 651,520 1,031,990 1,108,805

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

   定期預金の純増減額 △14,001 △12,717 △5,639

   有形固定資産の取得による支出 △931,695 △1,444,398 △1,217,769

   無形固定資産の取得による支出 △30,241 △4,185 △38,480

   敷金・保証金の支払による支出 △235,305 △315,843 △335,992

   敷金・保証金の返還による収入 3,912 22,911 4,592

   建設協力金の支払による支出 △70,000 △415,000 △173,000

   建設協力金の返還による収入 10,766 22,540 15,601

   出店協賛金受入による収入 2,635 420 3,265

   その他 △9,016 △21,724 △12,319

      投資活動によるキャッシュ・フロー △1,272,945 △2,167,998 △1,759,743

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

   長期借入れによる収入 1,000,000 787,000 1,000,000

   長期借入金の返済による支出 △211,210 △255,342 △490,167

   社債償還による支出 △55,000 △55,000 △70,000

   株式発行による収入 － 1,077,660 －

   配当金の支払額 △76,520 △97,563 △76,520

      財務活動によるキャッシュ・フロー 657,270 1,456,755 363,313

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 35,844 320,746 △287,624

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,431,347 1,143,723 1,431,347

Ⅵ 現金及び現金同等物の第3四半期(期末)残高 1,467,192 1,464,469 1,143,723
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前第3四半期会計期間 

（自 平成18年４月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当第3四半期会計期間 

（自 平成19年４月１日  

 至 平成19年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日  

 至 平成19年３月31日） 

1 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 
(1) 時価のあるもの 
四半期決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売買原価は移動平均法により算定）を採用して
おります。 
(2) 時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております
。 

1 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 
(1) 時価のあるもの 
  同左 
 
 
 
(2) 時価のないもの 
  同左 

 

1 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 
(1) 時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売買原価
は移動平均法により算定）を採用しております。

 
(2) 時価のないもの 
  同左 

 

2 たな卸資産の評価基準及び評価方法 
(1) 原材料 
最終仕入原価法による原価法を採用しており
ます。 
(2) 貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法を採用しており
ます。 

 

2 たな卸資産の評価基準及び評価方法 
(1) 原材料 
  同左 
 
(2) 貯蔵品 
  同左 

 

2 たな卸資産の評価基準及び評価方法 
(1) 原材料 
  同左 
 
(2) 貯蔵品 
  同左 

 

3 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 
定率法（事業用定期借地契約による借地上の

建物を除く）を採用しております。ただし、平
成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）については、定額法を採用しており
ます。 
また、事業用定期借地契約による借地上の建

物については、残存価額を零とし、契約残年数
を基準とした定額法によっております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 
建物        3年～23年 
構築物       10年～20年 
工具器具及び備品  3年～20年 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用） 
社内における利用可能期間（5年）に基づく定

額法を採用しております。 
(3) 長期前払費用 

定額法を採用しております。 

 

3 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 
定率法（事業用定期借地契約による借地上の

建物を除く）を採用しております。ただし、平
成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）については、定額法を採用しており
ます。 
また、事業用定期借地契約による借地上の建

物については、残存価額を零とし、契約残年数
を基準とした定額法によっております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 
建物        3年～23年 
構築物       10年～35年 
工具器具及び備品  3年～20年 
 
（会計方針の変更） 
法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正す

る法律 平成19年３月30日 法律第６号）及び（法
人税法施行令の一部を改正する政令 平成19年
３月30日 政令第83号））に伴い、平成19年４月
１日以降に取得したものについては、改正後の
法人税法に基づく減価償却の方法に変更してお
ります。これに伴い、減価償却費は26,553千円
増加し、営業利益、経常利益、税引前第3四半期
純利益は、それぞれ同額減少しております 
（追加情報） 
当第3四半期会計期間より、法人税法の改正に

伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固
定資産で改正前の法人税法に基づき償却可能限
度額まで償却した資産について、その残存簿価
を償却可能限度額に達した事業年度の翌事業年
度以後５年間で備忘価額まで均等償却を行う方
法によっております。これに伴う影響は軽微で
あります。 
 
(2) 無形固定資産 
ソフトウェア（自社利用） 

  同左 
 
(3) 長期前払費用 
  同左 

 

3 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 
定率法（事業用定期借地契約による借地上の

建物を除く）を採用しております。ただし、平
成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）については、定額法を採用しており
ます。 
また、事業用定期借地契約による借地上の建

物については、残存価額を零とし、契約残年数
を基準とした定額法によっております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 
建物        3年～23年 
構築物       10年～20年 
工具器具及び備品  3年～20年 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 無形固定資産 
ソフトウェア（自社利用） 

  同左 
 
(3) 長期前払費用 
  同左 

 

4 繰延資産の処理方法 

 

 

4 繰延資産の処理方法 

 株式交付費 

  支出時に全額費用処理する方法を採用し
ております。 

（追加情報） 

 平成 19 年６月 15 日に実施した有償一般募
集による新株式発行(4,000株)は、引受証券会
社が引受価額（272,389円）で買取引受を行い、
当該引受価額と異なる発行価格（290,030円）
で一般投資家に販売するスプレッド方式によ
っております。 

4 繰延資産の処理方法 
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前第3四半期会計期間 

（自 平成18年４月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当第3四半期会計期間 

（自 平成19年４月１日  

 至 平成19年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日  

 至 平成19年３月31日） 

  従来の方式では、引受証券会社に対し引受
手数料を支払うことになりますが、スプレッ
ド方式では、発行価格と引受価額との差額が
事実上の引受手数料となりますので、引受証
券会社に対する引受手数料の支払いはありま
せん。 
 平成19年6月15日の新株式発行に係る引
受価額と発行価格の差額の総額70,564千円は
従来の方式によれば株式交付費として処理さ
れるべき金額に相当します。 
 このため、従来の方式によった場合と比べ、
当第 3 四半期会計期間の株式交付費の額、資
本金及び資本準備金合計額は70,564千円少な
く、経常利益及び税引前第 3 四半期純利益は
同額多く計上されております。 

 

5 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。 
(2) 賞与引当金 
従業員の賞与支給に備えるため、将来の支給

見込額のうち、当第3四半期会計期間の負担額
を計上しております。 
(3) ポイントカード引当金 

ポイントカードにより顧客に発行した金券の
利用に備えるため、当第3四半期会計期間末に
おける未回収金券総額を計上しております。 

 

 

 

5 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 
  同左 
 
 
 
 
(2) 賞与引当金 
  同左 
 
 
(3) ポイントカード引当金 

ポイントカードに対して発行する金券の利用
に備えるため、当第3四半期会計期間末における
未交換ポイント残高のうち将来利用されると見
込まれる金額、及び当第3四半期会計期間末にお
ける未回収金券総額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

従来、ポイントカード引当金につきましては
、顧客に発行した金券の期末における未回収総
額を引当計上しておりましたが、ポイント制度
が定着したこと及びポイントカードの管理分
析体制が整ったことにより、未交換ポイント残
高の将来利用見込額が合理的に算定できるよ
うになったことに伴い、期間損益の適正化及び
財務体質の健全化を図るため、当第3四半期会
計期間より、期末における未交換ポイント残高
のうち、過去の利用実績率に基づき将来利用さ
れると見込まれる金額に対しても引当計上す
る方法に変更いたしました。 

この変更に伴い、前事業年度末の未交換ポイ
ント残高に対応する引当額を、一括して特別損
失に計上しております。この結果、従来の方法
に比較して、経常利益は4,104千円増加し、税引
前第3四半期純利益は54,135千円減少しており
ます。 

(4)店舗閉鎖損失引当金 

店舗の閉店に伴い発生する損失に備えるため
、閉店を決定した店舗について、将来発生する
と見込まれる損失額を計上しております。 

(追加情報) 

当第3四半期会計期間末において、店舗閉鎖の
意思決定は行われているが、実際は閉店には至
っていない店舗及び閉店致しましたが、原状回
復等の費用が確定していない店舗が生じたため
、当該店舗の閉店時に発生すると見込まれる損
失額を店舗閉鎖損失引当金として計上すること
としております。 

これにより、特別損失に店舗閉鎖損失引当金
繰入額が9,699千円計上され、税引前第3四半期
純利益は同額減少しております。 

5 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 
  同左 
 
 
 
 
(2) 賞与引当金 
従業員の賞与支給に備えるため、将来の支給

見込額のうち、当期の負担額を計上しておりま
す 

(3) ポイントカード引当金 

ポイントカードにより顧客に発行した金券
の利用に備えるため、当事業年度末における未
回収金券総額を計上しております。 

 

6 リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっております。 

 

6 リース取引の処理方法 
  同左 

 

6 リース取引の処理方法 
  同左 
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前第3四半期会計期間 

（自 平成18年４月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当第3四半期会計期間 

（自 平成19年４月１日  

 至 平成19年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日  

 至 平成19年３月31日） 

7 ヘッジ会計の方法 
(1) ヘッジ会計の方法 
金利スワップについては、特例処理の要件を

満たしているため、特例処理によっておりま
す。 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段…金利スワップ 
ヘッジ対象…借入金 
(3) ヘッジ方針 
デリバティブ取引の執行・管理については、

取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルー
ルに従い、ヘッジ対象に係る金利変動リスクを
一定の範囲内でヘッジしております。 
(4) ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップについては、特例処理によって
いるため、有効性の評価を省略しております。 

 

7 ヘッジ会計の方法 
(1) ヘッジ会計の方法 
  同左 
 
 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
  同左 
 
(3) ヘッジ方針 
  同左 
 
 
 
(4) ヘッジ有効性評価の方法 
  同左 

 

7 ヘッジ会計の方法 
(1) ヘッジ会計の方法 
  同左 
 
 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
  同左 
 
(3) ヘッジ方針 
  同左 
 
 
 
(4) ヘッジ有効性評価の方法 
  同左 

 

8 四半期キャッシュ・フロー計算書における
資金の範囲 
 四半期キャッシュ・フロー計算書における
資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随
時引出し可能な預金及び容易に換金可能であ
り、かつ、価値変動について僅少なリスクしか
負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到
来する短期投資からなっております。 

 

8 四半期キャッシュ・フロー計算書における
資金の範囲 

  同左 

 

8 キャッシュ・フロー計算書における資金
の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金
（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引
出し可能な預金及び容易に換金可能であり、か
つ、価値変動について僅少なリスクしか負わな
い取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する
短期投資からなっております。 

 

9 その他四半期財務諸表作成のための基本
となる重要な事項 
消費税等の処理方法 

 税抜方式によっております。 

 

9 その他四半期財務諸表作成のための基本
となる重要な事項 
消費税等の処理方法 
  同左 

 

9 その他財務諸表作成のための基本となる
重要な事項 

消費税等の処理方法 
  同左 

 

 

四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前第3四半期会計期間 

（自 平成18年４月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当第3四半期会計期間 

（自 平成19年４月１日  

 至 平成19年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日  

 至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会
計基準） 

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会
計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月
９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用
指針第８号 平成17年12月９日)を当第3四半
期会計期間から適用しております。 
なお、従来の資本の部の合計に相当する金額

は、1,861,732千円であります。 
中間財務諸表規則の改正により、当第3四半

期会計期間における四半期財務諸表は、改正後
の中間財務諸表等規則により作成しておりま
す. 

 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計
基準） 

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会
計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月
９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用
指針第８号 平成17年12月９日)を当事業年度
から適用しております。 
なお、従来の資本の部の合計に相当する金額

は、1,962,837千円であります。 
なお、財務諸表等規則の改正により、当事業

年度における財務諸表は、改正後の財務諸表等
規則により作成しております。 

 

 
 

表示方法の変更 

前第3四半期会計期間 

（自 平成18年４月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当第3四半期会計期間 

（自 平成19年４月１日  

 至 平成19年12月31日） 

 (貸借対照表関係) 

 従来、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました「

建設協力金」は、資産の総額の100分の5を超えたため、区分掲記すること

としました。なお、前第3四半期会計期間末の投資その他の資産の「その

他」に含まれる「建設協力金」は192,126千円であります。 
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注記事項 

（四半期貸借対照表関係） 

前第3四半期会計期間末 

（平成18年12月31日） 

当第3四半期会計期間末 

（平成19年12月31日） 

前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 1,222,515千円  

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 1,776,309千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 1,385,262千円 
※２ 消費税等の取り扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺
の上、流動負債の「その他」に含めて表示
しております。 

※２ 消費税等の取り扱い 

   同左 

 

※２  

 

 ３ 

 

 ３ 当社は平成19年５月１日に総額10億円の
シンジケートローン契約を取引金融機関
４行と締結しております。この契約に基づ
く当第3四半期会計期間末の借入実行残高
等は次の通りであります。 

コミットメントの総額 1,000,000千円 

借入実行残高 500,000千円 

差引額 500,000千円 

（注）上記、シンジケートローン契約（貸出元本
1,000,000千円）には次の財務制限条項が付さ
れております。①各事業年度の決算期（中間
決算を除く）の末日における単体の貸借対照
表に記載される純資産の部の金額から「新株
予約権」及び「繰延ヘッジ損益」の合計金額
を控除した金額を平成18年3月期の末日にお
ける貸借対照表における資本の部の金額の
75%以上に維持すること。②各営業年度の決算
期（中間決算を除く）の末日における単体の
損益計算書における経常利益を2期連続で損
失としないこと。 

 ３ 
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（四半期損益計算書関係） 

前第3四半期会計期間 

（自 平成18年４月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当第3四半期会計期間 

（自 平成19年４月１日  

 至 平成19年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日  

 至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 
 

受取利息 1,897千円 

受取協賛金 19,434千円 

受取地代 9,071千円  

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

 

 受取利息 5,237千円 

受取協賛金 17,644千円 

受取地代 8,764千円 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 
 

受取利息 2,887千円 

受取協賛金 24,214千円 

受取地代 12,142千円 

   
※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 19,474千円 

社債利息 7,820千円  

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 24,865千円 

社債利息 7,299千円 

株式交付費 11,895千円 

貸倒引当金
繰入額 

17,000千円 

 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 26,414千円 

社債利息 10,300千円 

固定資産除却損 8,359千円 

   

※３  

 

 

※３ 特別損失のうち主要なもの 

・減損損失            55,085千円 

当社は以下の資産グループについて減損損失を
計上しました。 

用途 種類 場所 
減損損失

（千円）

店舗 

3店舗 

建物、 

構築物、
工具器具
及び備品

福岡県直
方市大字
感田他 

55,085

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小
単位として店舗を基本単位としております。 

 営業活動から生ずる損益が著しく低下した店
舗について、当該店舗の資産グループの帳簿価
額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減
損損失（55,085千円）として特別損失に計上い
たしました。 

 減損損失の内訳は、建物40,834千円、構築物
2,911千円、工具器具及び備品11,339千円であり
ます。 

 なお、当該店舗の資産グループの回収可能価
額は使用価値により測定しており、割引前将来
キャッシュ・フローの総額がマイナスとなった
ため、帳簿価額全額を減損損失として計上して
おります。 

 

・店舗閉鎖損失         38,657千円 

店舗閉鎖損失の内訳は、固定資産除却損(建物) 
21,671千円、(工具器具及び備品)743 千円及び
店舗閉鎖に伴う賃貸借契約の解約による損失等
であります。 

(追加情報) 

店舗閉鎖損失については、従来、それぞれ「固
定資産除却損」、「店舗解約損」等の異なる科目
で表示しておりましたが、当第3四半期会計期間
より、発生原因が同一のものであることから、
一括して「店舗閉鎖損失」として計上すること
としました。 

 

・過年度ポイントカード引当金
繰入額 58,239千円 

 

※３ 特別損失のうち主要なもの 

・減損損失           45,906千円

 当社は、以下の資産グループについて減損損
失を計上しました。 

用途 種類 場所 
減損損失

（千円）

店舗 

2店舗

建物、 

工具器具
及び備品 

千 葉 県
千 葉 市
美 浜 区
他 

45,906

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小
単位として店舗を基本単位としております。 

 営業活動から生ずる損益が著しく低下した店
舗について、当該店舗の資産グループの帳簿価
額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減
損損失（45,906千円）として特別損失に計上い
たしました。 

 減損損失の内訳は、建物33,658千円、工具器
具及び備品12,248千円であります。 

 なお、当該店舗の資産グループの回収可能価
額は使用価値により測定しており、割引前将来
キャッシュ・フローの総額がマイナスとなった
ため、帳簿価額全額を減損損失として計上して
おります。 

４ 減価償却実施額 

     有形固定資産  318,878千円 

     無形固定資産    1,973千円 

４ 減価償却実施額 

     有形固定資産  482,107千円 

     無形固定資産   6,486千円 

４ 減価償却実施額 

     有形固定資産  460,820千円 

     無形固定資産   4,259千円 
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（四半期株主資本等変動計算書関係） 
 
前第3四半期会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年12月31日） 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末 
株式数(株) 

当第3四半期会計期間 
増加株式数(株) 

当第3四半期会計期間 
減少株式数(株) 

当第3四半期会計期間末 
株式数(株) 

発行済株式   
 普通株式 19,130 38,260 － 57,390

 自己株式     
 普通株式 － － － －

 
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 
  該当事項はありません。 
 
３．配当に関する事項 
（1）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり配当額 

(円) 
基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 76,520 4,000 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

 
（2）基準日が当第3四半期会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が第3四半期会計期間末後となるもの 
    該当事項はありません。 
 
当第3四半期会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年12月31日） 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末 
株式数(株) 

当第3四半期会計期間 
増加株式数(株) 

当第3四半期会計期間 
減少株式数(株) 

当第3四半期会計期間末 
株式数(株) 

発行済株式   
 普通株式 57,390 4,000 － 61,390

 自己株式     
 普通株式 － － － －

（注）普通株式の発行済株式総数の増加は、平成19年6月15日付で普通株式4,000株の公募による株式の発行を行ったことによります。 
 
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 
  該当事項はありません。 
 
３．配当に関する事項 
（1）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり配当額 

(円) 
基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 97,563 1,700 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

 
（2）基準日が当第3四半期会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が第3四半期会計期間末後となるもの 
    該当事項はありません。 
 
前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末 
株式数(株) 

当事業年度 
増加株式数(株) 

当事業年度 
減少株式数(株) 

当事業年度末 
株式数(株) 

発行済株式   
 普通株式 19,130 38,260 － 57,390

 自己株式     
 普通株式 － － － －

（注）普通株式の発行済株式総数の増加は、平成18年10月1日付で普通株式1株を3株に分割したことによります。 
 
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 
  該当事項はありません。 
 
３．配当に関する事項 
（1）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり配当額 

(円) 
基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 76,520 4,000 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

 
（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 97,563 1,700 平成19年３月31日 平成19年６月29日 
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第3四半期会計期間 

（自 平成18年４月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当第3四半期会計期間 

（自 平成19年４月１日  

 至 平成19年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日  

 至 平成19年３月31日） 

 現金及び現金同等物の第3四半期末残高と第3
四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額
との関係 

 

現金及び現金同等物の第3四半期末残高と第3四
半期貸借対照表に掲記されている科目の金額と
の関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,552,835千円 

預入期間が3ヶ月を超え
る定期預金 

△95,714千円 

有価証券(中期国債ファ
ンド) 

10,070千円 

現金及び現金同等物 1,467,192千円 

 

現金及び預金勘定 1,554,433千円 

預入期間が3ヶ月を超
える定期預金 

△100,070千円 

有価証券(中期国債フ
ァンド) 

10,106千円 

現金及び現金同等物 1,464,469千円 

現金及び預金勘定 1,220,998千円 

預入期間が3ヶ月を超
える定期預金 

△87,352千円 

有価証券(中期国債フ
ァンド) 

10,077千円 

現金及び現金同等物 1,143,723千円 

 
 

（リース取引関係） 

前第3四半期会計期間 

（自 平成18年４月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当第3四半期会計期間 

（自 平成19年４月１日  

 至 平成19年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日  

 至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース
取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース
取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計
額相当額及び第3四半期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び第3四半期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却累計

額相当額 

(千円) 

第3四半期末残

高相当額 

(千円) 

工具器具

及び備品 
212,780 60,884 151,895 

  

 

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却累計

額相当額 

(千円) 

第3四半期末残

高相当額 

(千円) 

工具器具

及び備品
435,012 96,902 338,109

  

 

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却累計

額相当額 

(千円) 

期末残高 

相当額 

(千円) 

工具器具

及び備品
244,937 55,061 189,876

 

(2) 未経過リース料第3四半期末残高相当額 (2) 未経過リース料第3四半期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

1年内 37,640千円 

1年超 115,256千円 

合計 152,896千円 

   

1年内 81,640千円

1年超 259,306千円

合計 340,947千円

  

1年内 45,656千円

1年超 145,402千円

合計 191,058千円

  

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利
息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払
利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払
利息相当額 

支払リース料 28,265千円 

減価償却費相当額 26,675千円 

支払利息相当額 1,414千円 

  

支払リース料 56,984千円

減価償却費相当額 54,113千円

支払利息相当額 4,532千円

  

支払リース料 40,352千円

減価償却費相当額 38,128千円

支払利息相当額 2,230千円

  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす
る定額法によっております。 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額
との差額を利息相当額とし、各期への配分方法に
ついては、利息法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

  同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

  同左 
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（有価証券関係） 

前第3四半期会計期間末（平成18年12月31日） 
１ その他有価証券で時価のあるもの 

区分 
取得原価 
（千円） 

四半期貸借対照表日における 
貸借対照表計上額(千円) 

差額 
(千円) 

①株式 1,080 3,148 2,068

②債券 － － －

③その他 － － －

合計 1,080 3,148 2,068

 

２ 時価評価されていない有価証券 
  その他有価証券 

区分 四半期貸借対照表計上額(千円) 

中期国債ファンド 10,070

非上場株式 19

 
当第3四半期会計期間末（平成19年12月31日） 
１ その他有価証券で時価のあるもの 

区分 
取得原価 

（千円） 

四半期貸借対照表日における 

貸借対照表計上額(千円) 

差額 

(千円) 

①株式 1,080 2,308 1,228

②債券 － － －

③その他 － － －

合計 1,080 2,308 1,228

 
２ 時価評価されていない有価証券 
  その他有価証券 

区分 四半期貸借対照表計上額(千円) 

中期国債ファンド 10,106

 
前事業年度末（平成19年３月31日） 
１ その他有価証券で時価のあるもの 

区分 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表日における 
貸借対照表計上額 

(千円) 

差額 
(千円) 

①株式 1,080 3,252 2,172

②債券 － － －

③その他 － － －

合計 1,080 3,252 2,172

 
２ 時価評価されていない有価証券 
  その他有価証券 

区分 貸借対照表計上額(千円) 

中期国債ファンド 10,077

非上場株式 19

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  

㈱トリドール （3397）平成 20 年３月期 第 3四半期決算短信（非連結） 

 

- 20 - 

 
 

 

（デリバティブ取引関係） 

前第3四半期会計期間末( 平成18年12月31日) 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引のみであり、ヘッジ会計を適用しておりますので、開示の対象から除

いております。 

 

当第3四半期会計期間末( 平成19年12月31日) 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引のみであり、ヘッジ会計を適用しておりますので、開示の対象から除

いております。 

 

前事業年度末（平成19年３月31日） 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引のみであり、ヘッジ会計を適用しておりますので、開示の対象から除

いております。 

 

 

（ストック・オプション等関係） 

前第3四半期会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年12月31日) 

 該当事項はありません。 

 

当第3四半期会計期間(自 平成19年4月1日 至 平成19年12月31日) 

 該当事項はありません。 

 

前事業年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

 該当事項はありません。 

 

 

（持分法損益等） 

 

前第3四半期会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年12月31日） 

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

 

当第3四半期会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年12月31日） 

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

前第3四半期会計期間 

（自 平成18年４月１日  

 至 平成18年12月31日） 

当第3四半期会計期間 

（自 平成19年４月１日  

 至 平成19年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日  

 至 平成19年３月31日） 

 

１株当たり純資産額 32,440円01銭 

１株当たり第３四半期純利益 7,059円97銭 

  

  

 潜在株式調整後１株当たり第3四半期純利益
については、潜在株式がないため記載しており
ません。 

 

 当社は、平成18年10月1日付で株式1株につき3株
の株式分割を行いました。 

 前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合
における前事業年度の1株当たり情報の各数値は以下
のとおりであります。 

前第3四半期会計
期間 

前事業年度 

1株当たり純試算額 

   17,859円64銭 

1株当たり当期純利

益 

    5,123円98銭 

1株当たり純試算額 

   26,718円88銭 

1株当たり当期純利

益 

    7,205円86銭 
  

 

１株当たり純資産額 54,376円09銭

１株当たり第３四半期純利益 6,366円24銭

 

  

 潜在株式調整後１株当たり第3四半期純利益
については、潜在株式がないため記載しており
ません。 

 

 

 

 

１株当たり純資産額 34,201円74銭

１株当たり当期純利益 8,820円61銭

 

  

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

 

 当社は、平成18年10月1日付で株式1株につき3株
の株式分割を行いました。 

 前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場
合における前事業年度の1株当たり情報の各数値は
以下のとおりであります。 

１株当たり純資産額     26,718円88銭 

１株当たり当期純利益     7,205円86銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

   

  
 
 
 (注)１株当たり第3四半期（当期）純利益の算定上の基礎 

項目 
前第3四半期会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年12月31日）

当第3四半期会計期間 
（自 平成19年４月１日  

  至 平成19年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日）

第３四半期(当期)純利益（千円） 405,171 383,878  506,215 

普通株式に係る第３四半期(当期)純利益（千円） 405,171 383,878  506,215 

普通株主に帰属しない金額（千円） － －  － 

普通株式の期中平均株式数（株） 57,390 60,299  57,390 

  

 

（重要な後発事象） 

前第3四半期会計期間 
（自 平成18年４月１日  

  至 平成18年12月31日） 

当第3四半期会計期間 
（自 平成19年４月１日  

  至 平成19年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日  

  至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。  同左 （シンジケートローン契約） 

 当社は、下記のとおり総額10億円のシンジ
ケートローン契約を参加金融機関と締結いた
しました。 

(1) 組成金額   10億円 

(2) 形式 
 コミットメント期間付タームローン 
(3) 期間 

 6年（うちコミットメント期間1年） 

(4) 資金使途  新規出店資金 

(5) 契約日   平成19年5月1日 

(6) 返済方法 契約締結日の1年3ヶ月後より
、3ヶ月毎元金均等返済 

(7) 財務制限条項 

① 各事業年度の決算期（中間決算を除く）
の末日における単体の貸借対照表に記載され
る純資産の部の金額から「新株予約権」及び
「繰延ヘッジ損益」の合計金額を控除した金
額を平成18年3月期の末日における貸借対照
表における資本の部の金額の75%以上に維持
すること。 

② 各営業年度の決算期（中間決算を除く）
の末日における単体の損益計算書における経
常利益を2期連続で損失としないこと。 
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前第3四半期会計期間 
（自 平成18年４月１日  

  至 平成18年12月31日） 

当第3四半期会計期間 
（自 平成19年４月１日  

  至 平成19年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日  

  至 平成19年３月31日） 

(8) アレンジャー  山陰合同銀行 

(9) エージェント  山陰合同銀行 

(10)参加金融機関 

 山陰合同銀行、中国銀行、百十四銀行、み
なと銀行 

 

 

（新株発行および株式売出し） 

 当社は、平成19年5月30日開催の取締役会に
おいて、一般募集による新株発行および株式
売出しの決議に関して下記の通り決議いたし
ました。 

(1)公募による新株式発行の払い込みを平成
19年6月15日に完了いたしました。当該新株発
行の内容は、下記のとおりであります。 

発行新株式数   普通株式 4,000株 

発行価格    1株につき 290,030円 

発行価格の総額    1,160,120千円 

引受金額    1株につき 272,389円 

引受金額の総額    1,089,556千円 

増加する資本金の額   544,780千円 

増加する資本準備金の額 544,776千円 

(2)引受人の買取引受による売出し 

売出数 普通株式      3,000株 

売出価格 1株につき    290,030円 

売出価格の総額     870,090千円 

(3)オーバーアロットメントによる売出し 

売出数 普通株式      1,000株 

売出価格 1株につき    290,030円 

売出価格の総額     290,030千円 
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５．仕入及び販売の状況 
  

(1) 仕入実績 

前第3四半期会計期間 

（自 平成18年４月１日  

  至 平成18年12月31日） 

当第3四半期会計期間 

（自 平成19年４月１日  

  至 平成19年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日  
  至 平成19年３月31日） 部門 

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 

丸亀製麺部門 699,037 31.8 1,572,481 47.7 1,024,897 33.8

とりどーる・鶏膳部門 848,281 38.6 828,121 25.1 1,111,415 36.7

粉もん屋部門 195,363 8.9 168,955 5.1 253,616 8.4

丸醤屋部門 164,951 7.5 392,975 11.9 248,038 8.2

長田本庄軒部門 148,526 6.8 174,394 5.3 202,462 6.7

その他部門 138,846 6.3 159,991 4.9 189,736 6.3

合計 2,195,006 100.0 3,296,920 100.0 3,030,166 100.0

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
 

 
(2) 販売実績 

前第3四半期会計期間 

（自 平成18年４月１日  

  至 平成18年12月31日） 

当第3四半期会計期間 

（自 平成19年４月１日  

  至 平成19年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日  
  至 平成19年３月31日） 部門 

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 

丸亀製麺部門 2,849,885 36.3 6,238,309 52.3 4,166,038 38.3

とりどーる・鶏膳部門 2,712,251 34.5 2,616,214 21.9 3,561,334 32.7

粉もん屋部門 680,271 8.7 593,527 5.0 890,701 8.2

丸醤屋部門 546,203 7.0 1,283,250 10.8 814,931 7.5

長田本庄軒部門 592,717 7.5 666,975 5.6 808,408 7.4

その他部門 471,012 6.0 533,927 4.4 643,724 5.9

合計 7,852,342 100.0 11,932,205 100.0 10,885,138 100.0

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

 


